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はじめに 課題の設定と限定

本稿は戦後のトヨタ自動車における人事異動

をマクロにはトヨタにおける終身雇用と年功制

からなる日本的雇用慣行１）の運用実態，ミクロ

にはトヨタ労働者の職業能力と職業経歴の形成

過程という視点から分析するための準備作業で

ある。別言すると本稿の中心主題は人事異動現

象の労働社会学的分析に向けた予備考察であ
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人事空間概念とその構造，構成要素
─トヨタへの試論的適用─

辻 勝次＊

私はトヨタ自動車の社内報である『トヨタ新聞』で報道されてきたトヨタ社員の人事異動記事を分
析して，戦後トヨタにおける人事管理の実態を労働社会学の立場から解明したいと考えている。人事
異動の分析には良質な個人レベルの人事異動記録がなければならない。また同時に人事異動現象を適
切に分析するための概念枠組みと概念定義が必要である。したがって本稿の基本的な目的を以下の２
つに限定した。①人事異動の個別データを分析するための準備作業として，本稿で人事空間と名付け
た分析枠組みと基礎概念について一般的，論理的に考察すること。②この概念を戦後トヨタの全社レ
ベルの人事現象に適用してトヨタの採用，排出，昇進，競争，異動などについての数十年間の趨勢を
明らかにし，トヨタの人事空間についてのイメージを獲得すること。その結果，①に関しては「人事
空間」という概念枠組みを提案した。そして基礎概念とし人事空間の規模，人事空間の調整，人事年
輪，競争集団などについて考察した。②に関しては，戦後トヨタ自動車の人事空間を企業外的要因と
（自動車製品市場，労働力供給市場，労働力の学歴構成，労働法制など）企業内的要因（会社の長期，
中期の経営計画，それらに基づく短期の採用計画，職位・職能資格の階層数の改変，これに連動する
部門・部署の改廃・再編，技術革新による労働力の代替え関係，排出の局面では関連企業の組織化水
準と準内部労働市場状況など）に関連させて描くことができた。その結果，会社は外部状況の変化に
合わせて人事空間に取り込む労働者の量と質を臨機応変に調整し，また人事空間の構成と構造を常に
再定義し再構成していることを確認できた。
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る２）。

本稿は人事異動に関するさまざまな先行研究

の知見や手法に学びつつも労働社会学の立場か

ら独自の手法と課題設定のもとに人事異動を分

析する。労働社会学は主体としての人間労働者

の立場を重視するが３）（河西：２００１，p.２）この

立場を人事異動現象に適用するとそれは職業経

歴（ないし職業生涯）と職業能力の研究であろ

う。個人個人の職業経歴の集合的把握は結果と

してその会社が制度化している人事管理の特性

を把握することになり，ひいては雇用慣行の実

態を明らかにすることになろう。その会社が日

本の代表的な会社であれば，当該の会社の雇用

慣行の実態を日本的雇用慣行として，ある程度

一般化することも許されるだろう。

筆者はここ数年の間，トヨタの社内報である

『トヨタ新聞』で報道されてきた各種の人事関連

記事をデータベース化して TWCD（TOYOTA

Worker’sCareerDater）と名付けたファイルを

構築してきているが４），TWCDの構築が大詰め

を迎えた現在，これを分析するための効果的な

概念枠組みの必要性を痛感している。人事現象

の分析には一方では質の良い個人レベルの人事

データがなければならない。しかしまた他方，

人事現象は複雑で錯綜した現象なので適切な概

念枠組み，つまり理論の導きがないと，いたず

らに数知れぬ統計表を提示するだけに終わりか

ねない。

こうしたことから本稿の課題を次のように設

定する。

①TWCD分析の準備作業として，本稿で人

事空間と名付けた分析枠組みと基礎概念に

ついて考察する。

②この概念を戦後トヨタの全社レベルの人事

現象に適用してトヨタの採用，排出，昇

進，異動などについての数十年間の趨勢を

明らかにし，トヨタの人事空間についての

イメージを獲得する。

１．基礎概念

本稿では人事現象を分析し記述するための概

念枠組みとして，人事空間という概念を措定す

る。人事空間に含まれる人事事象は無数ともい

えるが主要には採用，配置，昇進，昇格，査定，

賃金，教育・訓練，出向・転籍，退職などに関

する制度や規定や慣行である。

人事空間の構造は２つの構成要素からなって

いる。一つは組織的・制度的構造でありこれは

さらに２つに下位区分されて階層的構造と機能

的構造からなる。階層的構造とは一般には職

位・職階として下から順に平・一般→係長→課

長→次長→部長→役員というように構造化され

ている。人事空間の機能的構造とは組織の分業

と協業の編成を指し，部署・部門として構造化

されている。機能的編成は具体的には下から順

に班，組，係，課，部，（室），工場などの形に

編成されている。

人事空間のもう一つの構造的構成要素は労働

者であり従業員であり，つまりは人間である。

人事空間はその構成要素である人間によって満

たされている。この意味での人間はそれぞれに

固有な雇用形態，性，学歴，年齢，職能，入社

年次，職業志向等々を持って人事空間に入って

くる。個人としての労働者は職位の昇進をめぐ

って他の労働者（上司，同僚，部下）と競争関

係に置かれている。また個人は組織の機能的な

構成単位，つまり部署・部門を異動することで

自らの職業能力（スキル）を形成していく。職

業能力の形成過程では個人は他者（上司，同
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僚，部下）と協力・協働の関係にある。

労働社会学が研究対象とする人事現象とは組

織レベルで見ると，会社が諸個人を必要に応じ

て階層的・機能的な人事空間の構造の中に配

分・配置したり，再配置・再配分する現象であ

り，個人レベルで見ると個人が階層構造を昇進

し，また機能的な部署・部門を異動しつつ職業

生涯を歩みながら職業能力を向上させる現象で

ある。

以上でおぼろげながら人事空間という概念と

それに関連するいくつかの基礎概念についての

イメージを示すことができた。次にこれらにつ

いてもう一歩踏み込んで考察を深めることにし

よう。

人事空間の組織的側面と人間的側面

ある会社は会社の目的を実現するためにさま

ざまな労働者を雇用している。ある会社に籍を

置いている労働者の総数が人事空間の大きさで

あり規模である。

人事空間は組織的に編成されている。組織的

編成は大別すると組織の階層的編成と組織の機

能的編成の２つの側面がある。人事空間の階層

的編成と機能的編成は緊密に関連した相互規定

関係にある。会社は毎年のようにこの２つの構

成を再編成している。階層的編成は職位の数が

頻繁に増減される。例えば課長は副課長，課長

補佐，課長代理，課長心得などの形で水増しさ

れる。また職位とは別に何段階もの職能資格等

級が設けられ，その資格等級数や資格要件も変

更される。機能的には工場の新設・拡張，陳腐

化した部署の解体と再編，また新分野への進出

が行われる。このように人事空間は硬直した剛

体ではなく，常に再編・更新される柔軟性を持

っている。

人事空間には労働力の特性から把握できる編

成がある。労働力編成とは企業が目的を追求す

るときに利用する労働力の種類とそれらの組み

合わせであり，入社年度，年齢，学歴，性別，

職能，雇用形態，また職業志向や職業的達成意

欲やシャインのいうキャリア・アンカー（シャ

イン：１９９１）などの精神的特性において多様で

ある。人事空間の構成単位をなす個人はある時

その会社に採用されて以後，一方では職位の獲

得競争を行いつつ組織の中を垂直異動してい

き，他方では部署・部門の水平移動を行いつつ

キャリアを形成していく。彼／彼女は採用から

退職まで，長期雇用慣行の下では，長い場合に

は４５年もの期間を人事空間のなかで過ごす。

組織としての会社は内部の労働力を管理する

ために全社員をいくつもの下位集団に区分して

いる。社員集団の集団区分の指標は代表的には

入社年次，年齢，学歴，職能，性，雇用形態な

どがあり，会社では採用区分と呼ばれている。

実態としての日本企業の人事管理においてどの

指標が組み合わされてどのような採用区分が編

成されているのかは実証研究における重要な研

究課題である。

個人としての労働者から見ると，こうした下

位区分された社員集団内部の社員同士は一つの

ポストをめぐって互いに競争しあう関係に置か

れている。これを単位競争集団という。逆にい

うと，同じポストをめぐって互いに競争関係に

置かれている社員の集団が競争集団であると定

義できる。実態としての競争はおそらく同一年

次・同一学歴・同一職種の集団の内部で最も激

しいと思われるが，例えば同じ大卒であれば事

務職と技術職が職種を越えて単位競争集団をな

している可能性もある。また同じ事務系の大卒

事務と高卒事務が学歴の差を越えて一つの集団
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にまとめられていることもあろう。さらに昇進

異動では入社年次では後輩社員が先輩を追い越

すことはよくありうる。ある入社年度の社員を

中心にし上下何年間の社員が競争関係に置かれ

るのか。このように考えると単位競争集団の連

続と断絶という概念が重要になる５）。入社年

度，学歴，職種，性，年齢等々の指標はどのよ

うに組み合わされて単位としての競争集団が編

成されているのか，さまざまな属性がどこまで

違うと競争関係はなくなるのか。

組織の機能的観点から見ると社員はここでも

いくつもの集団に下位区分されている。事務系

の内部は例えば企画・計画事務，管理・統括事

務，販売・営業事務などに区分され，それぞれ

の内部はさらに下位区分されている。技術系で

は開発技術，生産技術などに区分されている。

俗に事務屋とか技術屋などと称されるキャリア

形成の中核部分と周辺部分，また部署・部門遍

歴と職業能力の形成過程の解明も実証の課題で

ある。

人事空間の時間軸

人事空間は制度面でも人間面でも時間的に変

動する。人事空間の規模である従業員数は外部

商品市場の動向に規定された生産台数と販売台

数の動向に応じて増減する。好景気の時には規

模は大きくなり，不況の時には縮小する。会社

は長期計画，中期計画，当期計画などに基づい

て毎年の要員採用計画を立案して，学歴，職

能，性別，年齢，雇用形態等についてどのよう

な種類の労働力をどの程度採用するかを決定す

る。こうして内部化された労働力は年度毎に会

社の中に累積され，後に本論で述べる人事年輪

を構成する。人事年輪は形成時点での労働力構

成を基本的に保存しながら１年ごとに更新さ

れ，外側には新しい年輪が付加され，ある年度

に形成された年輪は定年年齢到達層が退職する

ことで消滅する。会社の人事部としてはある年

度に入社した社員集団を時間の軸からどのよう

に管理するか，例えば第１次選抜時点をいつに

するか，出向・転籍勧奨年齢を何歳にするかな

どが重要な関心になる。

個人としての労働者にとっても時間軸は重要

である。一般にある水準の職位に昇進したりあ

る職業能力を習得するには相応の時間が必要で

ある。自動車労働者としての適正年齢を超えて

４５歳で採用された人には職制に昇進する可能性

はほとんど閉ざされているだろう。それに対し

て１５歳とか１８歳で職業生活を開始した人には十

分な持ち時間ないし残り時間があるだろう。人

事空間における個人の持ち時間はトヨタの場合

定年年齢が６０歳なので，６０マイナス入社年齢で

ある。同一年度に同一学歴で入社した集団でも

年齢には数年の幅がある。実際の人事異動の場

面では勤続年数と自然年齢はどちらが優先され

るのか，これも重要な研究課題である。

先行研究・関連研究

人事異動という現象はさまざまな方法や手法

によって研究されてきた。①一つには人的資源

管理論がある。人的資源管理論はコスト最小・

効果最大の人的資源管理の実現を追求してい

る。ここには現状分析（八代充史：２００２，橘木

俊詔：１９９５），制度形成史（佐口和郎・橋本秀

一：２００３），キャリア・デベロップメント論

（佐野陽子・川喜多喬：１９９３）などさまざまな

バリエーションがある。②二つには人事異動は

サラリーマンの「競争構造」ないし「昇進構造」

の解明を目的に行われてきた。例えば今田・平

田（今田・平田：１９９５）はある企業の人事個票
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を分析して「重層的昇進構造」をモデル化して

いる。また花田光世（花田光世：１９８７）はキャ

リア・ツリーの手法を使って業種や組織構造の

異なる数企業の「人事戦略」を比較している。

③三つには人事異動は労働経済学から内部労働

市場論として研究されてきた。小池和男は日本

の大企業における長期雇用とOJTが幅広く奥

行きの深い熟練（知的熟練）をもたらしている

と論じている６）。

これらの先行研究はデシプリンや手法におい

て相互に影響し合い浸透しあっている。本稿も

これらの先行研究の知見や手法から学ぶところ

は多いが，あえて人事空間という仮説的な概念

を提案する理由は大きくは二つある。

①人事管理論や内部労働市場論は，支配的に

は経済学をベースとしていて，経済学は周知の

ように経済的合理人をモデルとしている。しか

し人事管理は経済合理的にのみ行われるのでは

なく，温情人事や人情人事や逆の側面では差別

人事７）として行われる場合がある。こうした問

題を捉えるには人的資源管理という視点は狭す

ぎる。経済学の限界の裏返しとして，人事異動

に関与していく人間的側面が把握できない。社

会学は人間を社会関係の中に位置づけその行動

を理解し説明する。人事考課と昇進管理がどれ

ほど非合理的な人間的要素に支配されているか

は城繁幸によって明らかにされた（城繁幸：

２００５）。人事異動についてはおそらく準拠集団

としての競争集団という視点が重要であるがこ

の視点からの分析を積み上げる必要があろ

う８）。また，労働者個人のレベルでは職業志向

やキャリア・アンカーの概念が重要である９）。

②人事管理論や労働経済論が行ってきた研究

には実証の面からも弱点がある。それは人事管

理論では実証研究の対象が圧倒的にホワイトカ

ラーに限られていること，労働経済学は主にブ

ルーカラーを対象としてきたが研究主題は技能

論と熟練論に偏重していること，同じ会社のホ

ワイトカラーとブルーカラーを比較した研究は

見あたらないこと，が先行研究における実証研

究の大きな弱点である。

２．人事空間の規模

人事空間の規模

人事空間を特徴づけるもっとも基本的な変数

はその量的大きさであり，規模である。本稿で

は人事空間の量的大きさを会社の従業員規模で

とらえ，有価証券報告書や社史を参照しながら

その動向を見る。

トヨタ自動車株式会社は１９３３年に豊田自動織

機のなかに自動車部が設立され，１９３７年にトヨ

タ自動車工業として独立した。完成車メーカー

であるこの会社の成長を端的に表象するのは，

自動車生産台数の推移であろう。自動車生産台

数（乗用車，バス，トラックの合計，国内生産

のみ）は下のグラフ１のように推移した。１９３７

年当時には４千台程度だった生産は１９８９年に

４００万台に達し，１９９５年には２６０万台に後退した

が近年また４００万台を回復した。特に１９６０年頃

から１９９０年頃まで，何度かの停滞・後退期はあ

ったとはいえ全体としては顕著な増加を示して

いる。この６８年間に生産台数は，ほぼ千倍に増

加した（グラフ１左目盛り）。

他方，自動車生産台数の増加に応じてトヨタ

の従業員数も増加していった。社史と有価証券

報告書によって在籍従業員数の動向を見ると，

グラフ１の右目盛りのように１９３７年の創立時に

は３３００人だったが，１９６０年代に急増して１９７０年

代はやや横ばい状態を続けた後，１９８０年代の輸
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出急増期にまた増加に転じ１９９２年のピーク時に

７万５千人に達した。１９９０年代のバブル崩壊以

後はやや減少しつつあるものの６万５千人程度

を維持している。従業員数はこの６８年間にほぼ

２０倍に増加した。労働生産性を労働者一人当た

りの自動車生産台数で表すと，１９３７年には１．

２台（４０１３台／３３００人）だったのが，２００５年に

は７０.４台（４５３万台／６万４千人）になり，約５９

倍の改善をみている。カンバン方式や多能工化

などトヨタ生産方式とトヨタ労働方式など多大

の合理化努力もあって，大局的に見るとトヨタ

労働者は１年・１台の割合で生産性を向上させ

た。

次に生産台数と従業員数の両者のグラフ線の

関係に目を移すと，両変数には強い相関がある

ことが見て取れよう。生産台数が伸びていると

きには従業員数も伸びていて，逆に台数が減少

するときには従業員も減少している。自動車生

産台数と従業員数の相関係数は０.９７で強い相関

があることがわかる。

対前年増減

次に従業員数の増減の様相をもう一歩踏み込

んで検討するために従業員数が対前年比較では

どのように変化したかを見ることにしよう。

従業員数の変動を対前年度増減数で示したの

がグラフ２である。グラフ中心のX軸・０の線

の上に出ている山は増加を，逆に線の下の谷は

減少を示している。これを見ると従業員数が大

きく増加した年と大きく減少した年があること

が確認できる。大きな減少は日本の政治経済社

会の大事件と関連しているようだ。１９４１年の約

千人の減少は戦争によって現役労働者が徴兵さ

れたことによる。１９４５年の４千人の減は敗戦直

後の混乱と虚脱状態下で大量離職者が出たこと

による。１９５０年の２千人減は大争議による１６００

人の解雇（形は希望退職）と工・販分離によ

る。１９７５年の千人の減は１９７３年の石油危機によ
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図１ 自動車生産台数と従業員総数（１９３７－２００５年）
資料出所：１９３７-１９８６年は『５０年史 資料集』pp.２２６-７，１９８７-２００５年は有価証券報告書各年版



る減量経営，１９９２，９３年の減少は九州トヨタと

北海道トヨタへの大量転籍にバブル崩壊と平成

大不況の採用抑制が加わった結果と考えられ

る。

他方前年増加の様相を見ると１９４３年には戦時

統制経済下で軍用トラック生産のための労働力

の優先配分を受けたこと，１９４７年は敗戦時の大

量離職を埋め合わせるための大量採用，１９６０年

代の持続的な増加は高度成長下の乗用車需要に

対応した相次ぐ工場新設とそのための労働力確

保，１９８２年の突出は別会社だったトヨタ自販の

社員，約５千人が合併で自工に合流したこと，

８０年代の持続的増加は海外輸出に応じた増産体

制の結果であろう。グラフに示される高い山と

深い谷は従業員総数が大きく変動したことを示

している。１９３７年から２００５年までの６８年間につ

いて従業員数が前年度より増加した年数と減少

した年数を数えると増加した年数は４９カ年，減

少した年が２０カ年である。つまりこの期間の７

割は増加期間，３割が減少期間である。決して

順調な成長期間が持続したわけではないことが

明らかだ。こうした事実は人事空間の規模を示

す在籍従業員数が年ごとに大きく変動している

ことを表している。この確認の上に立って，そ

れではトヨタはこのような従業員数の変動をど

のように主体的に制御し調整したのかという問

題に論点を進める。

３．人事空間の規模の調整

採用数の調整

人事空間の規模を示す当該年度の従業員数

は，その年度の期首に在籍していた従業員数に

新規に採用した従業員数を加え，その年度にさ

まざま理由で離職・退職した従業員数を引いた

残りである。つまり期末従業員総数＝期首従業

員数＋新規採用数－離職者数である。この単純

な式に基づいて，会社は増加成分である新規採

用数を調整し，減少成分である離職数を調整す

ることになろう。入り口の外部労働市場からの
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図２ 従業員数の対前年増減数（１９３７－２００５年）
資料出所：『トヨタ５０年史』と有価証券報告書等から算出



新規調達についてはもっとも重要度の高い労働

力から優先的に採用し，予定数に達しなければ

途中採用や非正規雇用を充当する。出口におい

ては優先的に残留させる労働力を残留させ，過

剰部分を解雇や転籍で外部に輩出する。ここで

の重要ポイントは，①一口に従業員＝労働力と

いっても，その具体的な構成は学歴，性，職能，

熟練度，雇用形態，年齢等々において多様であ

るという点である。②また労働力の属性の違い

で類別された労働力種類ないしカテゴリーは相

互に代替え可能である場合が少なくない事実が

もう一つの重要点である。③またもう一点重要

なことは会社は外部労働市場から調達する労働

力の雇用形態を自由に選択できることがある。

一般に労働法制の規制緩和はこの点での会社の

自由度を高める。外部と内部の中間領域に属す

るさまざまな非正規労働力を使うことで，会社

は当面の労働力を確保しながら，内部化を避け

ることができる。非正規労働力の活用は臨時

工，季節工として以前から行われていて，最近

また労働市場の規制緩和と流動化の下で活発に

なっている１０）。

トヨタの採用手順

トヨタの人事部長であり専務でもあった山本

恵明が１９８２年当時行った説明によるとトヨタに

おける社内での各種労働力の採用手順は次のよ

うである（田中博秀：１９８２b，p.６９）。技術系，

事務系，技能系でやや異なるので順に要点を述

べる。

技術系・大卒の場合は，人事部が毎年４月ご

ろまでに「会社全体としての５─６年先までを

見通した開発計画」を取り寄せてそれをベース

にして「中期的な技術者の必要数を予測し」，

それに基づいてトップに対し，４月頃に「翌年

３月卒の採用計画を提案する」。その後６月頃

にかけて社内で「調整が行われ」「毎年６月に

は正式に決定する」。

事務系については「人事部が各職場毎にヒヤ

リング」を行い，それをもとに「中・長期的に

体制強化を図る必要のある部門」についての

「考え方の方針に関する原案」を作成し，同時

に「翌年３月卒の事務系大学卒および高校卒の

採用数についての原案」をトップに提案してほ

ぼ６月頃に決定する。

技能系労働力の場合は，現場の要員管理のた

めにA（生産台数の増減によって要員数が予測

できる部門＝直接製造部門），B（生産台数の増

減でおおよその予測ができる部門＝準直接部

門），C（人員予測が不明確な部門＝間接部門），

D（事務部門）の４グループに分けて『歩合部

門』と呼んでいる。人事部は主にAとBを対象

としてそれにCをにらみながら，要員数につい

て「年次調整と３ヵ月調整」を行っている。年

次調整は中・長期の生産計画をベースにして

A・B・Cの部門別に「マクロの人員予測」を行

う。この際「開発計画」が拠り所となっていて

開発計画からほぼ「１─２年遅れで生産計画に

入ってくる」。それに基づいて「人事部案が毎

年６月頃」に固まり，それを社内決定した上で

「総必要人員数」のうち，「翌年３月高校卒で何

人採用できるか」，残りは「期間工など不定期

採用で補充する」。

本稿からいうと山本の説明の要点は，①事

務，技術，技能，いずれの職種においても５年

程度の長期計画と，２ないし３年の中期計画

と，当該年度計画があって，職種別の定期・正

規採用数を何度か調整していること，②定期採

用で充足できなかった場合は不定期・非正規・

臨時社員で労働力の員数を合わせていること，
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この２点である。

こうした山本の説明は１９７０年代から８０年代の

手順を示したものだが，その後も大局的にはそ

れほど変ってはいないだろう１１）。労働力の採用

には優先順位があって新規学卒で充足する部

分，途中採用で充足する部分，非正規労働力で

対応する部分があることが重要である。こうし

た実態を反映してトヨタは社員の入社形態を，

１正規，２途中採用，３自衛隊，４登用の４種

類に分けている。トヨタはこの下にさらに「採

用区分」という分類を置き，個々の社員を「正

規・大卒・事務・男子」，「途中・大卒・事務・

男子」などにグルーピングして管理していると

想定される。

採用数の調整 事務・技術系労働力

上の山本の説明を踏まえて採用面における労

働力調整の実際をみることにする。この種の分

析には根拠の確かな信頼できるデータが不可欠

であるが，幸い１９６２年から１９８０年の採用区分別

採用数を山本が公開したデータを利用できる

（田中博秀：１９８２b，p.６７）。山本によるこの表

はトヨタの立場から見ると労働力はどのように

差異化されて分類されているかが示されてい

る。表の一番左側に注目すると職種という見出

しの下に①事務員，②技術員，③女子，④医務

職（これは豊田記念病院の医師や看護婦であ

り，本稿の分析対象外である），⑤技能員，⑥生

徒（職業訓練校，看護学校）の種別が示されて

いる。その内部へ移ると，例えば事務員は大学

院，大学，高校という区分がなされている。技

術員の内部も大学院から各種学校まで，６つの

種別に下位区分されていて，同じ職種でありな

がら教育水準別のランクがおかれていることが

分る。このような職種と学歴ランクの２重構造

は，会社からいえば同じ職種であれば教育水準

ランクの間の労働力はある程度代替え可能であ

ることを示している。つまり，外部労働市場か

らの高卒事務員の調達に支障が生じたときには

大学事務員をもって代替えすることができる。

技術員の場合も同様であり，大学院，大学，高

校に加えて高専，短大，各種（学校）がおかれ

ている。興味深いのは女子という職種があるこ

とである。女子とはいうまでもないが性別であ

りそれ自体は職種ではない。女子大学卒，女子

短大卒，女子高校卒，女子中学卒という学歴別

の女子労働力は相互に競合・競争関係にある。

上記の予備考察を踏まえて内容の検討に入

る。グラフ３は山本データの事務・技術・特務

の部分をいくらか簡素化して作成した。１本の

グラフ棒は左から，大卒事務，高卒事務，大卒

技術，高卒技術，女子大卒，女子高卒，女子中

卒の順序になっている。トヨタは１９６２年から

１９８０年までの間に事務・技術系社員を合計で１

万５千人ほどを調達したが，その具体的な構成

についての分析である。なお１９６２年から１９８０年

に至る１８年間は，６０年代の経済成長期に対応す

る急拡大期，７０年代のオイルショックによる低

迷期を経て８０年代の輸出拡大による再拡大期の

入り口に当たる。

男子事務員を見ると，大学（４大，大学院，

高専，短大を含む）の平均採用人数は５６.８，高

卒事務員（３５.１）の１.６倍の採用がある。男子大

卒は将来会社の社長や役員に昇進していくエリ

ートであり，彼らの資質が会社の運命を左右す

る。その平均採用人数は事務・技術全体の７％

程度に過ぎない。１９６２年から１９８０年までにトヨ

タは事務・技術系と技能系を合わせて１２万余を

調達したが大卒事務は０.８％に過ぎないことを

確認しておこう。高卒で事務に採用されたのは
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平均３５人とさらに少ないが，男子高卒事務は男

子大卒事務の補助要員として位置づけられてい

て，大卒との間には大きな処遇格差が存在して

いたが，ここでも高学歴化の影響によって男子

校卒事務の採用数そのものが１９６６年をピークに

減少傾向にあり，高卒から大卒への切り替えが

進んでいることがわかる。

男子技術員に目を移すと，男子大卒技術（大

学院，４大，高専，短大を含む）は年度を追っ

て増大する傾向にあるのに対して高卒技術は逆

に減少の傾向にある。ここでも高卒から大卒へ

の切り替えが進んでいる。さらに４大卒から大

学院卒への切り替えも進んでいる（表では大卒

に合算しているが，１９６２年には３人だった大学

院卒技術員の採用は１９８０年には８０人になってい

る）。事務系と技術系の採用数の割合を見ると

大卒では事務系対技術系の比率はほぼ１対３，

高卒では１対２である。つまり技術系採用者の

比率が事務系を何倍か上回っている。自動車メ

ーカーとして技術領域を重視している反映であ

ろう。

女子社員についてみるともっとも少ないのは

女子中卒の２７人である。中卒の女子は事務職場

における大卒男子事務・技術員や高卒事務・技

術員の補助要員として単純な事務作業を担って

いた。中卒者は日本全体の高学歴化の進行によ

って１９６０年代中期にはすでに少数になりまたそ

の質の維持も困難になった。そのため中卒女子

は高卒女子と代替えが進みつつあり，高卒女子

は全新規採用数平均の４１％を占めるまでになっ

ている。さらには高卒女子も女子大卒・短大卒

に代替されつつあることが見て取れる。

採用数の調整 技能系労働力

次に技能員の職種に移る。技能員は短大，高

校，職訓（職業訓練校），各種（学校），自衛隊，

準社員，期間工の区分がおかれている。これら

の各カテゴリーの労働力は相互に競合関係にあ
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図３ 事務・技術系社員の新規採用数（１９６２－１９８０年）
資料出所：田中博秀，１９８２b，p.６７



る。それと同時に技能系労働力については外部

労働市場と内部労働力との境界領域に大量の非

正規労働力が存在していて会社は非正規労働力

である期間工，季節工，また準社員を正社員に

登用して内部化するか，期限切れで雇い止めに

するかという点で，労働組合の規制力の欠如と

労働法制の不備のために，会社側には専制的と

もいえる大きな自由があることも重要である。

ここでトヨタにおける技能系労働力の変遷に

ついて捕足説明する１２）。トヨタでは会社創立以

後自動車工場で自動車を製造する労働力につい

てはその大部分を企業内訓練校卒業者によって

充当していた。彼らは中卒で採用され訓練校で

３年間の技能基礎教育を受けた上で現場に配属

された。当時の自動車は１台ごとに手作りに近

い形で造られていて，手工的熟練労働者が必要

だったのである。この体制は１９５６年まで続いた

が，このころに本格化した乗用車需要に対応す

る大量の労働力が必要になった。しかし１９５０年

争議の大量解雇の記憶も生々しいこのころトヨ

タは正社員の新規採用にはきわめて警戒的であ

った。正規労働力を増やさずに労働力量を確保

する，これが臨時工＝期間工である。量産化に

向けて製造工程の本格的な合理化と機械化が進

み旧来型の熟練労働が単純反復型の不熟練労働

に変化したことも，養成工から期間工への転換

を可能にした要因である。自動車生産労働が熟

練の不要な単純労働に変化し，労働力の代替え

性と選択可能性が著しく向上したことは会社に

とって労働力給源の大幅な拡大を意味した。期

間工の導入は年を追うごとに急増し調達範囲も

地元から全国化していった。期間工の身分につ

いて当初は何の保証もしなかったが，期間工の

労働の質が生産性に大きく影響することからモ

ラールアップのために１９５９年から本工への登用

制度を導入した。登用には上司の推薦や，勤務

態度の実績，また一定の試験が課せられていた

が，期間工の本工への登用率は高く，他方では

期間工の途中離職率も高かったから，本工登用

を希望する期間工はほぼ全員が登用されて正社

員となる状態になった。また熟練の解体と高学

歴化の進行によって中卒養成工の供給母体が枯

渇したのでトヨタは技能系労働力の給源を１９６２

年には中卒から高卒に切り替えた。つまり，現

場労働力は養成工から期間工，さらに新規高卒

へと変化したが１９７０年代には期間工はほとんど

が正社員化していた。そこを襲ったのがオイル

ショックによる減量経営である。期間工による

調整の手段を失っていたトヨタは，正規と期間

工の大幅な採用抑制で対応した。山本データの

カバーしている１９６２年から１９８０年には，現場労

働力の中心部分がこのように大きく変化したの

である。養成工から期間工へ，中卒労働力から

高卒労働力へ，定期採用から不定期（途中）採

用へ，正規雇用から非正規雇用へ，さらに正規

雇用の抑制へ（例えば１９７６，７８年の数値を見ら

れたい）と現場労働力の構成や雇用形態や採用

数をめまぐるしく転換した主体はトヨタ自身で

ある。こうした予備考察にたって山本データの

技能労働力の部分を見よう。

図４のグラフ棒は左から高卒技能，自衛隊，

準社員，期間工の順で並んでいる。まず凡例・

高卒技能を見る。技能系職種に登場する高卒と

いうカテゴリーは高卒事務や高卒技術のそれと

も，また女子高卒とも異なる点に注意してほし

い。事務・技術系の高卒は大卒の部下としてさ

まざまな制約を受けていたとはいえ事務員ない

し技術員であり，現場労働に従事しないホワイ

トカラーである。それに対して技能系の高卒は

最初から自動車生産現場に投入された。技能系
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高卒者（短大，職業訓練所，各種学校卒を含む）

の新規採用数は１９６２年の３３４人を最小に，１９６９

年の２８６５人まで大きく変動している。また自衛

隊というのは自衛隊除隊者であり，１９６１年から

採用が始まり，その勤務態度が優れていること

から最初から正社員として採用された。準社員

というのは，非正規社員である臨時工から正社

員に登用されるまでの試用期間であり，不安定

な身分におかれている。外部労働市場と内部労

働市場との境界領域の存在である。また期間工

というのはこの当時は結果的に正社員に登用さ

れることが多かったとはいえあくまでも有期雇

用者であり，外部市場から臨時的に内部化され

た状態にある。期間工の採用数は最大であった

１９６８年の４３３６人から１９７８年のたった２人まで，

２千倍の幅がある。

変動係数

山本データによると１９６２～１９８０年のトヨタは

採用区分別に見て大きな変動を伴いながら必要

労働力を調達していたことがわかった。下の表

１にこの期間における採用区分別の統計値を示

した。表の最下段の変動係数に注目したい。変

動係数は標準偏差を平均値で割った値であり，

変動の状態を知ることができる。変動が大きい

のは期間工０.９３，高卒事務０.８３，準社員・自衛

隊０.７６である。反対に変動が小さかったのは大

卒事務０.２２，高卒技術０.３６，大卒技術０.４３であ

る。

以上，トヨタは大卒事務，大卒技術の労働力

をまず優先して確保し，その次に技能系労働力

を確保していった。技能系の優先順位は定期採

用高卒を上位において，自衛隊や準社員，期間

工などを組み合わせて必要労働力を調達したこ

とがわかる。トヨタが必要とする労働力の質と

量は基本的には自動車市場の動向に左右されて

いるがその市場状況は直接トヨタの労働力調達

を規定しきっているのではなくトヨタ自身がさ
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図４ 技能系社員の新規採用数（１９６２－１９８０年）
資料出所：田中博秀，１９８２b，p.６７



まざまな労働力種類を優先順位と互いの代替え

関係を勘案しながら主体的に決定していったの

である。こうした現象を会社による人事空間の

主体的調整と呼ぶことにしたい。

排出数の調整 労働力の社外排出

人事空間の規模を従業員総数で定義した場

合，会社は一方では入社人数を制御するととも

に他方では排出人数をも制御すると述べた。こ

こで１９５７年から２００５年の４８年間の労働力排出状

況をみておこう。データは『トヨタ新聞』の排

出関連人事報道（ここでは定年退職，出向，転

籍，CC制度）を一つ一つ拾った本稿の独自デ

ータである。

ここでいう労働力の排出は出向，転籍，定年

退職，CC（CCとは１９９６年に発足したチヤレン

ジキャリア支援制度であり，自発的に転身努力

をする基幹職（課長以上に相当すると考えてよ

い）を支援する）の４項目である。トヨタは多

くは課長以上の役職にある人が５０代前半になっ

た時点で関連会社等へ出向に出すことが多い。

出向社員はトヨタの社員籍を保持したままなの

で，この段階では社外排出とは言えない。しか

し，出向社員のほとんどが１─２年以内に転籍

となる。転籍はトヨタの社員籍を失い，代りに

転籍先社員の籍を得る。したがって下のグラフ

の出向数と転籍数は２重計算になっている場合

が多いことに留意されたい。定年退職は定年年

齢に達した労働者が任期満了して会社を去る場

合である。定年退職数はある年度に何人の定年

到達者がいるかで決まり，会社としての調整の

余地はないが，定年年齢を変更することでいく

らかの制御が可能である。定年に関しては１９６７

年に５５歳定年から３年間の再雇用制度が導入さ

れ，１９７０年代中期に５５歳から６０歳に延長され

た１３）。

１９５７年から２００５年（１２月末まで）の期間にト

ヨタは総計で２万６千人余の労働力を社外に排

出した。定年退職が１万７千余，転籍が５千

弱，出向が４千強，CC支援は３００ほどである。

ここでは種別よりもグラフ棒全体の長さに注目

してほしい。

出向，転籍，退職の形で社外に排出される労

働者数は少ない場合は数人から多い場合は２千

人まで大きな変動があることが分る。全体とし

ての排出数は１９８０年までは２００人程度だったが

その後急増して１９９０年代からは千ないし千５百

人に達している。この変動の大部分は，数十年

昔の入社時点で行われた新規採用の規模に規定

されている。特に１９８０年頃までの排出数が少な

いのは，彼らが入社した１９４０年から５０年頃の採

用数が少なかった結果である。その後の高度成

長期の大量入社者が定年年齢に達しつつあるこ

とが１９９０年代の大量の定年退職数の要因であ

る。２０００年頃からは毎年千人単位で定年退職者

が出ていることは，地域社会にとっては大きな
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表１ 採用区分別採用数と変動係数（1962－1980年合計）

期間工準社員自衛隊高卒技能女子中学女子高校女子大卒高卒技術大卒技術高卒事務大卒事務

２３２５４３９７９１４４６０２５８９１５１７６４４１１２８６２２６２３１９６６６７１０７９合 計

１２９１.９２０９４.３２３４.７１３６２.７２７.２３３９.０６７.７１１９.１１６８.２３５.１５６.８平 均 値

１２０１.４１５９３.２１７７.５６７５.３２４.８１６４.２３８.９４２.８７２.９２９.０１２.２標準偏差

０.９３０.７６０.７６０.５００.９１０.４８０.５８０.３６０.４３０.８３０.２２変動係数

資料出所：田中博秀，１９８２b，p.６７より筆者計算



課題を抱えることを意味しているが，この論題

は本稿の範囲を超えている。

出向・転籍数の動向についてはトヨタ自動車

の関連・協力会社の系列化や再編成と関連して

いるだろう。トヨタがある種のトヨタ共栄圏の

構築を意図して子会社，関連会社，下請会社を

創設してそれらを人的側面から支配しようとす

ることで出向・転籍数は多くなる。最近では

IT分野や金融分野や人材派遣分野へ課長級，部

長級の経験者を社長や常務として送り込むこと

が目立っている。愛知万博や中部国際空港で多

数のトヨタマンが活躍したことは記憶に新し

い。

トヨタの労働力排出を大局的に見ると，戦後

の大争議の終結場面での解雇から，１９６０年代～

８０年代の会社が斡旋・仲介する形での会社主導

の出向・転籍へ，１９９０年代中期からは，CC支

援制度に見られるように自己責任による再雇用

先の自己確保へと移行してきた。しかし，排出

労働力の中心部分（６５％）は定年退職者である

ことではあまり変化していない。定年退職部分

を所与として，その他の転籍，出向，CC制度な

ど内部市場と外部市場の境界にある準内部労働

市場（稲上毅：２００３，p.２４）を調整弁として運

用しているのであろう。

自動車工場は多数の中途離職者を排出するこ

とで知られている。しかし社内報はこの問題に

は沈黙しているので実態を知ることは容易では

ない。断片的に先にも言及した山本の「１９８０年

平均が４.３％，８１年が３.７％なので（中略）年間の

離職数は１０００人をやや上回る数となる」（田中

博秀:１９８２e，p.７１）という言明にしたがえば，

このころの正規離職者（ここでは定年・出向・

転籍者のことを指す）が毎年２００人前後なので，

その５倍の非正規離職者（自己都合退職者）が

いたことになる。本稿の課題との関係では会社

は寮先輩制度や職場先輩制度，また正社員への

登用などで非正規労働者の定着を促す努力を行

う一方，それでも辞めていく場合には労働力給

源の切り替えや（自衛隊除隊者や季節工）追加
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図５ 労働力の排出（出向，転籍，CC支援，定年退職）



募集を行うことで労働力量を確保している点を

確認しておく。

４．人事年輪

人事空間の年輪効果

会社によってある年に展開された採用政策，

つまり大卒事務何名，大卒技術何名，技能系高

卒何名等々という採用実績は基本的に人事空間

の内部に封印されてその後何年もの間保持され

る。比喩的にいうと人事空間は過去の採用労働

力構成を記憶している。樹木は毎年１枚ずつの

年輪を形成していくこと，またその年輪の厚さ

や化学成分はその樹木がその年輪を形成した当

時の気候状態や大気構成を反映していることは

知られている。これに似てある年の新規採用労

働力構成は，次年度のそれの下に隠されてしま

い，また１年後にはさらにその下に隠されてい

くが，形成された時点の労働力構成が基本的に

保存される事実が重要である。この現象を人事

構成の年輪効果とよぼう。樹木の年輪の枚数は

その木が生きている限り形成され続けるので樹

齢数千年，数千枚の年輪を持つ巨木も存在する

が人事年輪の枚数には限りがある。労働力の年

齢でいうと今年度・中卒・１５歳で訓練生に採用

された養成工から，４５年前に１５歳・養成工で採

用されて勤続を重ねて今年，定年年齢の６０歳に

到達する人まで最大で４５枚ある（定年年齢６０歳

─中卒１５歳）。人事年輪の最大値は４５枚である。

人事年輪と勤続階層

人事年輪の様相を理解するために勤続年数階

層別の人事年輪という観点から考える。年功賃

金が守られてきたトヨタを含む日本の大企業で

は，勤続年数別社員構成がいつも問題となる。

そこで山本データに基づいて１９８０年現在におけ

るトヨタの勤続年数別社員構成を再構成するこ

とを試みる。この再構成にはかなり非現実的な

仮定が必要である。つまり採用された新人は一

人も退・離職しないでそのまま勤務し続けると

の仮定である。１９８０年現在のトヨタには有価証

券報告書によれば４６４０２人の従業員がいた。先

の山本データによればその内の２５７５人はその

年・１９８０年に採用された人であり，勤続０年目

である。これも山本データによれば前年の１９７９

年に採用された１６２４人は勤続１年目であるとみ

なすことができる。１９７８年に採用された１７７１人

は勤続２年目であるとみなす。この手続きで山

本データが揃っている１９６２年・勤続１８年目まで

遡及する。それ以上の勤続階層については，勤

続表彰記事で報道された勤続１５年目の表彰者数

を使う。ここで勤続表彰者数というのはこうで

ある。トヨタは毎年１１月１日の会社創立記念日

に式典を行い，永年勤続者を表彰している。入

社年から起算してその年度に勤続１０年目，１５年

目，２０年目，３０年目などに達した社員の人数と

その氏名・配属部署は『トヨタ新聞』で報道さ

れる。もちろん相当数の社員は勤続１５年目にな

るまでに離退職するし，その離退職率は入社年

度ごとに少しずつ違っているだろうが，そうし

た問題には目をつむって勤続１５年目で表彰され

た人数が入社人数に近い数字であるとみなす。

下のグラフは上で述べた非現実的な仮定，つ

まり入社した人は一人も辞めない，また勤続１５

年表彰者数はそのまま新規採用数であるという

仮定をおいているのだから１９８０年現在のトヨタ

の勤続年数別社員数を正しく表わしているもの

ではない。しかし他方ではまったく根拠を持た

ない抽象的な概念図でもない。敢えていえば概

念図と実相図の中間的な性格を持つグラフであ
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る。ちなみに１９８０年の有価証券報告書による従

業員総数は４６４０２人である。他方上で示したグ

ラフの従業員総数は５２８４３人で６４００人，１４％ほ

ど多くなっている。しかし大勢を把握すること

はできるだろう。

この図から分ることは，１９８０年現在のトヨタ

社員の勤続年数分布には大きな変動があるとい

うことだ。勤続年数別社員数を規定するのはあ

る年度に新規採用された社員数であること，そ

の新規採用数には大きな変動があることを理解

してもらえればよい。例えば１９８０年現在で，勤

続２８年つまり１９５２年入社者は一人もいない。こ

れは１９５０年に大争議があつて大量の解雇を行っ

たあと，２年ほど新規採用を中断していたから

である。また１９４６年入社・勤続３４年目層は千人

を超えている。１９４５年の敗戦の年には虚脱状態

の下で多くの退職者が出たのを補充するための

大量採用を行ったためである。一番下には会社

創設時の豊田自動織機からの移籍者を含めた社

員が４００人ほどいることが分る。このように会

社の人事空間の勤続年数で見た人員構成には過

去数十年間の新規採用状況が大局的に保存され

ているのである。

年齢構成

次にある年度に入社した社員の入社時年齢に

ついて考える。言うまでもないことだがある年

度の全社員の年齢階層は勤続階層とは論理的に

は異なる概念であるが実態的には深く関連しあ

っている。論理的に異なるというのはある年度

に入社した社員の年齢は定期採用大卒の場合を

考えても大学入学までの１浪，２浪はざらであ

り，在学中に病気等で休学した人もいるだろ

う。実例としては大卒新規採用で２８歳という例

もある。技能系では１９６０年代に大量の中途採用

を行ったが，労働力が枯渇していた時期には下
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図６ １９８０年現在の人事年輪の概念図（１９３８－１９８０年）
資料出所：１９８０年から過去へ遡及して１９６２年までは山本データの新規採用数である。その過去１９６１年か

ら１９３８年までは『トヨタ新聞』の勤続表彰記事の１５年表彰数である。

１９８０年現在



は中学卒業・１５歳で採用された者から，上は自

動車労働者としての適性年齢を超えた４５歳まで

をも採用している。つまり，同一年度の入社者

の入社時年齢は１５歳から４５歳まで広がってい

る。

他方，実態的には年齢と勤続年数が関係して

いるというのは，新規学卒定期採用を基本とす

る条件下では新規学卒者の年齢は，特に大卒，

高卒のホワイトカラーについては自ずから一定

の幅に納められるということである。したがっ

て同一年度・同一学歴の社員集団の年齢差は数

年の範囲に収斂されるだろう。この年数の確定

は人事データの具体的な分析による実証の問題

になる。

関連してトヨタ従業員の平均年齢の動向を有

価証券報告書によって見ていくと，１９６３年には

２７.２歳だったが以後数年間は若年層を大量採用

したことから２５.９歳にまで下がった。しかし若

年労働力が枯渇した後は順次年齢が上昇して

１９７６年には３０歳を越え，以後３０歳台で推移して

いる。平均勤続年数では１９８０年までは１０年未満

だったが，８０年を境に順次増加していて２０００年

代には１５─１６年に達している。

平均年齢と平均勤続年数が上昇している背景

にはさまざまな要因が複合している。一つには

高学歴化がある。かつては中卒や高卒の新規採

用が多かったが，技能系中卒は高卒に代替えさ

れるととともに事務・技術系の高卒は大卒に交

代した。またかつては結婚退職が当然とされた

女子社員が辞めなくなったこともある。さらに

１９７０年代中期に定年年齢が５５歳から６０歳に延長

されたこともある。人事空間の人的構成が高年

齢化，長勤続化していることが明確であろう。

まとめと課題

さて，トヨタにおける人事空間の構造やその

変遷について論じるべき主題は多い。階層的編

成面から見た構成と社員の昇進競争の様相，ま

た機能的編成面から見た部署・部門異動と職業

能力の形成状況など，きわめて重要な主題が残

されている。しかし，紙幅の制約からこれらの

主題については別稿に譲らざるをえない。

冒頭で述べたように本稿の主な目的は，別稿

で予定しているTWCDによるトヨタ社員の職

位と部署異動の本格的な分析に先立って，人事

現象の性格や特徴を概念的に整理することであ

り，その枠組みとして人事空間と名付けた分析

枠組みの構成要素や基礎概念を考察することで

あった。またトヨタの従業員数や新規採用数な

どの全社レベルの時系列データを用いてこの概

念を試論的に適用して，トヨタの人事空間の特

性と変化の趨勢をさぐることも目的であった。

この過程でトヨタの人事空間の特性についてあ

る程度の理解をえることができた。長期勤続慣

行が守られている場合の人事空間は一社員の職

業生涯である３０～４０年の期間で見ると大きく変

化・変容する。人事空間の規模や構成に影響す

る無数ともいえる要因のうちで本稿が言及でき

たものはきわめて限られていたが，どんな要因

があったのかという観点からまとめを行う。

人事空間に影響する企業外的要因としては，

自動車市場，労働市場，労働力の学歴構成，労

働法制（定年制，男女雇用機会均等，労働者派

遣，裁量労働など）があった。人事空間の規模

や編成に影響する企業内的要因としては会社の

長期，中期の経営計画，それらに基づく短期の

採用計画，職位・職能資格の階層数の改変，こ
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れに連動する部門・部署の改廃・再編，技術革

新による労働力の代替え関係，排出の局面では

関連企業の組織化水準と準内部労働市場状況が

あった。要するに会社は外部状況の変化に合わ

せて人事空間に取り込む労働者の量と質を臨機

応変に調整し，また人事空間の構成と構造を常

に再定義し再構成している。

もとよりここで論理的に導いた全ての要因を

TWCDと名付けている個別人事データで検証

できるわけではない。個別データはごく限られ

た変数を持つにすぎないからだ。それでも本稿

をまとめることで次に予定する論考の重要な課

題がいくつか確認できた。一つは分析において

は人事空間は剛体ではなく軟体であることを常

に意識すること，二つにはホワイトカラーとブ

ルーカラーを常に比較しながら分析すること，

三つには同一入社年次の集団だけではなく入社

年次を異にする競争集団の構成を，それも人事

空間の全体に関連させながら分析すること。こ

うした方針に即しながらTWCDの構築と分析

に進みたい。

（２００６年３月３１日）

追 記
本稿は日本学術振興会の研究助成を得て，２００３年

にスタートし，現在も継続している「新しい職業能
力と職業経歴の動向についての研究，その発展的展
開」（研究代表：辻勝次，課題番号１５３３０１１３）と題す
る共同研究の成果の一部である。

注
１） 日本的雇用慣行という概念をどのように理解

するかはおそらく論者によって多様であろう
が，ここでは終身雇用，年功制，企業別組合の
３要素の複合と捉えている。ただしここでは労
働組合と労使関係については人事異動データの
制約からほとんど論じることができないので，

終身雇用と年功制の２要因が中心になる。なお
日本的雇用慣行を上記の３要素と理解する先行
研究として田中博秀（１９８２a，b，c）を挙げてお
く。

２） 私は数人の共同研究者とともにトヨタ労働者
の広い意味でのキャリアについて２０００年度から
継続的に研究を続けている。これに関してこれ
までに公表した論考としては，拙稿（辻勝次：
２００４，２００５）があるので参照いただければ幸い
である。

３） 河西宏祐は労働社会学を定義して「労働社会
学とは，労働現象のなかの〈人間〉を研究対象
とし，そこにおける〈人間〉の意識・行動の特
徴，そしてそれが形成する社会関係・社会集
団・社会組織・社会構造の特徴を実証的・客観
的に把握し，その法則性の解明を目指す科学」
と述べている。本稿の基本的立場もここにあ
る。河西宏祐（２００１，p.２）。

４） TWCD・ファイルは，①入社ファイル，②勤
続ファイル，③出向・転籍・定年退職ファイ
ル，④異動ファイルの４つのサブ・ファイルか
ら構成されている。これらはケースのａ：氏
名，ｂ:異動年月日，ｃ:異動地位，ｄ:異動
部署の４変数をほぼ共通に含んでいる。しかし
ここには賃金関連のデータは含まれていないの
でこの面からの分析はできないことに限界があ
る。TWCDの構築手法とTWCDの入社ファイ
ルと勤続ファイルを使ったトヨタにおける「長
期雇用慣行」の運用実態の分析については辻勝
次（辻：２００５）を参照されたい。

５） 従来から人事異動の分析ではある年に入社し
た社員集団が昇進競争においてどのように分化
するかが研究されてきた。花田（花田：１９８７）
や竹内（竹内：１９９５）の提示したキャリアツリ
ーの描像は多くのことを教えてくれるがこれだ
けでは一面的である。競争集団のイメージとし
てはキャリア・ツリーではなくユリ根の鱗片構
造を想起したい。ユリ根は中心から外側へと重
なる何枚もの鱗片からなっている。この１枚の
鱗片はある年にある地位に昇進した社員集団で
あると考えれば，その構成を見ることで会社が
どんな社員を競争させたのかが見えてくる。こ
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こでの重要論点は会社は絶えず競争集団を再統
合，再編成しているという観点であり，どのよ
うな社員同士を競争させるのかが明らかになる
点である。

６） 小池の内部労働市場論については野村正實
（野村正實：２００３）によって「日本の労働研究
の『負の遺産』」と批判され，その解体の必要性
が主張されている。野村によって明らかにされ
た小池の研究姿勢には大きな疑問があることは
事実だが，そのことをもって内部労働市場とい
う問題領域の存在そのものやそれを分析して得
られた知見の全てを否定することはできないだ
ろう。

７） 遠藤公嗣は日本の人事管理には査定を通して
「性の差別と信条の差別」が行われることが少
なくないことを実証的に明らかにしている（遠
藤公嗣：２０００，p.３１３）。

８） 理論社会学と経験的調査との対話の中から発
見された重要な疑念に「準拠集団論」がある。
マートンはストッファーらの「アメリカ兵」調
査を理論的に再解釈することで人間行動を理解
する上で「相対的不満」という概念が重要であ
ることを見いだした。（マートン：１９６２，第８
章）。競争をめぐってどのような準拠集団が形
成されるのかという視点が重要である。

９） 湯本誠はトヨタ労働者からの聞き取りを通じ
て，昇進に関心がある「役職昇進型キャリア」
の人ばかりではなく昇進を拒否する人が少なく
ないことを明らかにしている（湯本誠：２００５）。

１０） 小松史朗は２０００年以降のトヨタにおける非典
型雇用化についての現況を報告している（小松
史朗：２００５）。

１１） 中村圭介・石田光男は１９９０年以降のトヨタの
機構改革の一部としてホワイトカラーの要員管
理について詳説している。ここでの要点はこれ
までほとんど管理できなかったホワイトカラー
の採用数と部門配分数について大胆な切り込み
がなされるようになったことである（中村・石
田：２００５，第６章参照）。
最近，日経新聞は「トヨタ自動車は２００７年度

の採用方針を発表した」と，要旨次のように報
道している「今年４月から１年間の中途・海外

採用などを加えた採用数は３０６６人になる見通
し。２年連続で３千人を上回る。中途採用の技
術職を増やすほか，期間従業員から正社員への
登用も高い水準で維持する方針。大学・高専卒
の採用は１０５０人を計画。中途採用の技術職は
１８３人から２００人へ拡大する。最も採用数が多い
のは生産ラインで働く技能職で１５６０人を予定。
このうち期間従業員からの登用は９００人となり，
３年前と比べると約６倍になる」（『日経新聞』
２００６年３月１４日）。技術系では即戦力となる中
途採用を拡大していること，技能系では１９６０年
代初頭に匹敵する登用・途中入社へ比重を移し
ていることが分る。

１２） １９５５年から１９７０年ごろまでのトヨタの技能系
労働力の調達は何度も軌道修正された。本稿の
観点からは労働力の調達方法が人事空間の性格
を大きく変えた事例として興味深いので，この
問題を克明に分析した地域構造研究会労働部会
の成果の一部を以下に引用しておく。（地域構
造研究会労働部会，１９８０，pp.１４７-１６０）。１９５６年
５月臨時工採用開始。雇用期間２カ月。２カ月
以上再契約。１９５９年５月選抜臨時工制度。勤続
１年以上で成績優秀者選考（工長評定学課試
験）の上本工に登用。１９６０年１０月準社員制度。
勤続３年以上の臨時工から選抜。準社員は臨時
工に属するが雇用期間を特に定めず雇用を一応
安定させる。しかし実際には３年以上の臨時工
は，形式的な試験で全員準社員に登用するよう
になる。１９６２年技能員として新規高卒労働者の
採用開始。１９６４年本工登用率（年初人員数に対
する年間登用数）５０％水準に達する。１９６４年農
閑期の雇用期間３～７ヶ月の臨時的雇用形態を
季節工という名で導入。１９６５年１月 臨時工の
名称を見習工と改め，社員登用制度を大幅に改
訂。１年で準社員，２年で本工とする。１９６５年
１１月自衛隊除隊者の採用開始。１９６７年８月見習
工制度の大幅改訂。社員登用期間を２年から１
年に。準社員制度廃止。

１３） 昭和４２（１９６７）年１１月５日付け『トヨタ新聞』
は「定年後の再雇用」として要旨次のように伝
えた。１対象者 定年退職者のうち，引き続き
勤務を希望する者で，健康状態，経験などにつ
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いて一定の要件にかなう者。２期間 原則とし
て満５８歳に達した日の属する月の末日まで。３
処遇 嘱託とし原則として定年時の役職ははず
す。職務については契約更新時にその都度決め
る。４賃金 定年時基準賃金をベースに，初，
２，３年目はそれぞれ９０％，８０％，７０％とする。
昭和４８（１９７３）年１１月３０日付け『トヨタ新聞』
は「当社はこのほど，定年を現在の５５歳から６０
歳にすることを決めた」として要旨次の報道を
行った。①今年１１月度満５５歳に到達者から１年
づつ延長し，５年間で定年を６０歳とする。②身
分は社員とする。③役職は５５歳に到達した月の
翌月１日からはずす。④職務は，原則として満
５５歳到達時に見直す。⑤基礎賃金は，満５５歳到
達時の基準賃金から役職手当を除いたものとし
て据え置く。⑥５５歳以降の定期昇給はなし。
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Abstract:Thispaperaimstoshedlightonthepost-warpersonnelmanagementconditionsof

ToyotaMotorCorporationfrom theperspectiveofthesociologyofwork,byanalyzingarticles

aboutpersonnelshiftsinsertedinToyota’shousejournalToyotaNewspaper.Theanalysisof

personnelshiftsrequiresqualityrecordson an individuallevel.In addition,aconceptual

frameworkanddefinitionareessentialtoensureproperanalysisofthephenomenonofpersonnel

changes.Inviewofthis,thispaperpresentstwolimitedobjectives:1)togenerallyandlogically

discusstheframeworkofanalysis—hereincalled“personnelspace”— andbasicconcepts,

preparatorytotheanalysisofindividualdataonpersonnelshifts,and2)tobuilduptheimageof

Toyota’spersonnelspacebyapplying thosebasicconceptstoitscompany-widepersonnel

phenomenaandrevealingthetrendsofToyota’spersonnelshiftsoverthepastseveraldecades,

withfocusonrecruitmentanddischarge.

Regardingthefirstobjective,aconceptualframeworkcalled“personnelspace”isproposedto

considerbasicconcepts,suchasthescaleofpersonnelspace,theadjustmentofpersonnelspace,

thehistoryofpersonnelshifts,andcompetinggroups.Forthesecondobjective,Toyota’s

personnelchangesduringthepost-warperiodarediscussedgivingdueconsiderationtoboththe

externalandinternalfactorsofthecompany.Theexternalfactorsincludetheautomarket,

manpowermarket,academicbackgroundsoftheworkforce,andlaborlaws.Theinternalfactors

containthecompany’smid-andlong-termbusinessplans,short-termrecruitmentplansbasedon

suchbusinessplans,changesinthehierarchyofpostsandfunctionalqualificationandthe

resultingreorganization(alteration/abolition)ofdepartmentsanddivisions,substitutionofthe

workforceinfavorofinnovativetechnology,aswellasorganizationallevelsofaffiliatedcompanies

andquasi-internallabor-marketconditionsintermsofdischarge.Asaresult,itisconcludedthat

Toyotahasflexiblyadjustedboththequalityandquantityofitsworkforceasnecessaryfor

personnelspaceinresponsetochangesinexternalcircumstances,andthatitregularlyreviews

thedefinitionandconstructionofitspersonnelspacestructure.

Keywords:ToyotaMotorCorporation,personnelspace,personnelshifts,personnelmanagement,

career,promotion,competition
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